
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

『経営改革』と『情報化の効果』に関する企業規模
別実証分析

篠崎, 彰彦
九州大学大学院経済学研究院

https://hdl.handle.net/2324/20506

出版情報：経営情報学会誌. 16 (3), pp.5-20, 2007-12. 経営情報学会
バージョン：
権利関係：



.Journal of the Japan Society for Management Information 
Vo1.16 No3， December 2似)7，pp.5・20

[論文i
「経営改革」と「情報化の効果Jに関する

企業規模別実証分析

篠崎彰疹{九州大学大学院経務学研究院〉

要旨:本研究は、情報処理実態調査の個粟データをもとに、日本企業の情報化への取組み状況とそれに

伴う組織面、人材耐の経営改革状況を多面的に抽出し、情報化の効果との関連性を企業規模別に多感比

較したものである。具体的には、 71の調査項目に共通回答が得られた 3141社のデータを、情報化への

取組み度、組織改革度、人的資源への対応度、情報化の効果の 4項目に分顕してスコア化し、企業規横

別にどのような有意濯がみられるか、また、組織改革度や人的資源への対応度が高い企業群と{止し

群で構報fとの効果がどう異なるか、それらが規模別の企業分布にどう関係しているかを分新した。その

結果、組織改革や人材桶への対応など経営改革への取組みが情報化の効果に影響すること、および、

報化への取組みゃ効果の面で企業規模別に格楚があり、規模の小さな企業では、業務の見試し、

の訓練、外部の専門人材の関与など、経営全般に関する改革支援が重要で、あることなどが明らかkなゥ

た。

キーワード :IT投資、組織改革、人的対応、情報化の効果、中小企業、 IT経営

Corporate Reforms and Information Technology: 

Multiple Comparisons by Firm Size 

Akihiko SHINOZAKI (Graduate School of Economics， Kyushu University) 

Abstract:τhe pu中oseof this study is to investigate how organizational reforms and human resource 

management affect the effective introduction of、informationtechnology， conducting multiple comparisons 

based on the nation-wide survey data from 3141 firms. This ana1ysis reveals two observations. First， reforms in 

organizational structures and human resource management significantly a汀ectthe successful use of information 

technology. Second， sma11er firms have some difficulties on business process reengineering and training of 

their employees for the e能ctiveuse of thc technology. Therefore， it c加 bcconcluded that smaller firms nced 

comprehensive business consulting support for thcir investment in information technology. 

Keywords : Investmcnt in InゐrmationTechnology， Organizational Reforms， Human Resource Management， 

Small Sized Firms， Strategic Managemcnt of lT 

2007年s月 1日 2007年 11月5f1受理

5 -



「経営改革」と「情報化の効剰に関する企業規模鋼実証分析

1．はじめに：本稿の目的

　情報化への取組みとその効果に関して、いくつ

かの先行研究によると、業務の見直しや人的資源

への対応といった経営改革に熱心な企業ほど情報

化の効果が高いという実証結果が得られている。

ただし、企業レベルのデータを用いた先行研究で

は、サンプル数の特約などから、企業規模別に詳

細な比較を行った研究は充分なされていないi。

日本の情報化では、大企業に比べて中小企業に課

題が多く、効果が得られにくいとしばしば指摘さ

れており、情報化への取り組み度とそれに伴う業

務見直しなどの経営改革、および、それらの結び

つきが情報化の効果にどう影響しているかを企業

規模別に分析し、大企業と比べた中小企業の課題

を明らかにする意義は大きいと考えられる。

　そこで、本稿では、経済産業省が実施した平成

15年情報処理実態調査ii（調査時点2003年3月31

日現在、対象企業全国の民間事業者9500社、有

効回答449至社）の71調査項麟について共通回答

が得られた3141社のデータをもとに、情報化へ

の取組み度、組織改革度、人的資源への対応度、

情報化の効果の4項目に分類してスコア化し、（1）

企業規模別にどのような有意差がみられるか、

（2）「情報化への取組み度」、「組織改革度」、「人

的資源：への対応度」が高い企業群と低い企業群で

学報化の効果」にどのような差がみられるか、

（3）それらが規模別の企業分布にどう対応してい

るかを明らかにする。

情報化の進展とその経済的効果については、

1980年代以降、主として生産性との関連性に着

目して、米国を中心に実証分析が積み重ねられて

きだ1呈。199◎年代序盤ごろまでは、情報化が進展

しても生産性の向上（生産性上昇率の加速）が観

察されないというソU一の「生産性パラドック

ス」を支持する分析結果が多くみられたが、その

後のパソコンとインターネットを中心とした情報

化の進展に伴い状況が変化した。1990年代末頃

からは、企業レベルのミクU分析、産業レベルの

セミマクロ分析、経済全体のマクU分析によって、

情報化の進展が生産性の向上に寄与していること

を示す研究結果が相次ぎi・、今ではソローの「生産

性パラドックス」は解消したというコンセンサス

が形成されている・。

　N本でも、情報化への取り組みとその効果に関

して、様々な実証分析がなされており、企業レベ

ルのミクロ分析結果によると、組織改革や人的資

源への対応が高い企業ほど情報化の効果が高いと

いう結果が示されているVi。ただし、情報化に取

り組みさえずれば自動的にプラスの効果が導かれ

るわけではない。しばしば指摘されているように、

情報技術の導入に伴い、社内の業務フローや社外

との取引関係の見直しといった組織改革や、専門

人材の採用、既存従業員の教育・訓練といった人

的資源への対応がなければ、充分な効果をあげる

ことは難しいとみられる。

　この点は、Bryi｝jolfsson，　et　al．（2002）などの実証

研究でも明らかにされているが、日本企業に関す

る先行研究では、既述のとおりサンプル数の制約

などから、いくつかの要因について3水準以上の

カテゴリー（例えば、企業規模要因について大企

業、中堅企業、中小企業のカテゴリー）に分けた

上で詳細に多重比較した分析（カテゴリー相互間

の有意差分析）は充分なされていない。

　そこで、本稿では、まず、情報化への取組み度、

組織改革度、人的資源への対応度、情報化の効果

の4項目について、71の調査項目に対する回答結

果から個別企業ごとにスmア化し、企業規模別に

どのようなスコアの有意差が観察されるかの確認

を行う。その上で、情報化への取組み度、組織改

革度、人的資源への対応度について、平均より高

い企業群と低い企業群に二分し、　「情報化と組織

改革」、　「情報化と人的対応」の二元配置、およ

び、　「情報化と組織改革と人的対応」の三元配置

で「情報化の効果」にどのような差がみられるか、

また、それらが企業規模の分布状況にどう対応し

ているかを検証する。

経営情報学会誌
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篠暗彰彦

2．分析の方法とデータ処理

2。1．分析の方法

　はじめに、平成15年情報処理実態調査の回答結

果をもとに、（1）情報化への取組み度（情報化スコ

ア）、（2）情報化に伴う組織改革度（組織スコア）、

（3）情報化に伴う人的資源への対応度（人的スコ

ア）、（4）情報化の効果（効果スコア）の4つの分

析項目について、合計7iのアンケート回答項目

をもとにスコア化を行う。その上で、企業規模別

に5水準に分類し、それぞれの項目のスコアにつ

いて企業規模の違いによってどのような有意差が

みられるかを確認する。

　この場合、2つのカテゴリー問の比較であれば、

平均スコアに有意な差があるか否かの検証は通常

のも検定で可能だが、3水準以上のカテゴリーに

関しては多重比較検定を行う必要があり、本稿で

は、Games－Howell法による多重比較検定を行うVii。

これにより企業規模を5水準に分けた場合にどの

企業規模問に有意差が観察されるかの検証が可能

となる。

　続いて、情報化スコア、組織スCUア、人的スコ

アの3項目について、それぞれ高スコア群と低ス

CUア群に二分類し、　精報化と組織j、　精報化

と人的」の二元配置で4つのカテゴリーに分け（図

1）、カテゴリーの違いによって情報化の「効果ス

Xア」に有意な差がみられるか否かを多重比較す

る。さらに、　晴報化と組織と人的」の三元配置

で8つのカテゴリー一に分類し（図2）、カテゴリ

ーの違いによって情報化の「効果スコア」に有意

な差がみられるか否かを多重比較する。最後に、

この結果を企業規模別の分布と対応させ、企業規

模別にみられる効果の格差について、背後にある

要因を明らかにするviii。

2．2．分析項目のス纂ア化

スコア化には情報処理実態調査の回答結果を用

いるが、同調査は、コンピュータおよび情報処理

サービスを利用している全国の民間事業者の中か

ら無作為に抽出された9500社を対象に実施され、

有効回答社数は4491社である。同調査のうち本

図1二元配置のカテゴリー

（情報化と組織）

組織ス灘ア

高 低

情報化

Xコア

高 IV 皿

低 H 1

（情報化と人的）

人的ス謙ア

高 低r

情報化 高 IV 班

低 H 1

図2三元配置のカテゴリー

（情報化と組織と人的）

組織スコア

高 低

人的スコア 人的スコア

高 低 高 低

情報化スコア 高 皿 皿 VI V
低 w 皿 ∬ 1
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「経営改革」と「情報化の効果」に関する企業規模別実証分析

研究の目的に沿った71の調査項碍に対する回答

結果をもとに、（1）情報化スコア、（2）組織ス＝ア、

（3）人的スコア、（4）効果スコアの4項9を次の手順

で1◎点満点のスコアに変換した（スコアリングの

詳細は付録参照）。

　（a）分析項目1：情報化への取組み度（情報化ス

　　　コア）

　情報化スコアは、企業がヒト、モノ、カネの面

でどの程度経営資源を振り向けているか、いわば

総合的なflT投資」の程度を数値化するものであ

る。具体的には、質問項目2－lr情報処理関係諸

経費の状況j、同齢コンピュータ利用者と情報処

理要員等の状瀦、同4fコンピュータの導入形態

別保有数（パソ識ン合計、LANに接続している台

数、インターネットに接続している台数）」をも

とに、情報関連諸経費、コンピュータを利用する

社員数、パソコン数、ネットワーク利用度に対す

る回答結果からスコア化を行った。調査翠霞は

24項目であり、有効回答社告は3913社であった
iX

（b）分析項目2；情報化に伴う組織改革度（組織

　　スコア）

組織スコアは、情報化に伴う企業の組織面での

業務改革の程度を数値化するものである。具体的

には、質問項目12「組織と権限」における「貴社

では情報化投資の実施に伴って、過去3年の間に

次のような組織・業務体制の見直しを行いました

かjにおける「社内の見直し」の調査項目と「社

外と関連した見直し」の調査項目に対する回答結

果からスXア化を行った。調査項目は、社内の見

直しが9項目、社外と関連した見直しが1◎項昌の

合計19項目であり、有効回答社数は4028社であ

った。

（c）分析項目3：情報化に伴う人的資源への対

　　応度（人的スコア）

入場スUZアは、情報化に伴う企業の人材面の経

営改革の程度を数値化するものである。具体的に

は、質問項目12「組織と権限」における重留で

は情報化投資の実施に伴って、過去3年の問に次

のような組織・業務体制の見直しを行いました

か」における「情報化投資の実施に伴う人的対応

について」の調査項目に対する回答結果からスコ

ア化を行った。調査項目は8項目であり、有効回

答社数は3729社であった。

　（d）分析項目4：情報化の効果（効果スコア）

効果スuaアは、情報化の効果に対する解答内容

からその効果の程度を数値化するものである。具

体的には、質的項目7－3「情報システム導入によ

る効果」の回答結果を活用し、「基幹系システム」

と「基幹系以外のシステム」に2分類したうえで、

A業績、B顧客、　C業務、　D学習の4っの大網屠

それぞれにある5つの質問項潤に対する回答結果

表1スコア化されたデータの一覧

項　目 社数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 標準誤差

情報化スコア 3，141 0．0 10．0 5，375 2．3507 α0419

組織スコア 3，141 0．0 10．0 1，238 L5370 0．0274

（うち社内） （3，141） （0．0） （5．0） （0．762） （0．9556） （0．O171）

（うち社外） （3，141） （0。0） （5，0） （0．476） （0．7563） （0．0135）

人的スコア 3，14蓋 （）．0 1◎．◎ 2．8叢2 2．5437 0．◎454

効果スコア 3，14肇 α0 董◎．◎ 2，664 L9◎三5 ◎．0339

経営情報学会誌
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篠崎　彰彦

からスコア化を行った。調査項目は2◎であり、

有効回答弓田は4103社であった。

　上記の方法によってスコア化されたデータ供

通回答3141社）の概要は、表記のとおりである。

各項目のスコアは独立した算出基礎によるため、

それぞれの平均値について、項目間で水準を厳密

に比較することは意味を成さないが、傾向として、

情報化の度合いを示すスコアが他の項目に比べて

高く、組織改革の度合いや人的対応の程度を示す

スコア、あるいは、情報化の効果を示すスXアが

低い結果となっている。また、組織改革の度合い

については、社内見直しに比べて社外見蔵しのス

コアが低い値：となっている。

2．3．企業規模別のカテゴリー化

　次に、上記のスコア化によって共通回答が得ら

れた3141社について、企業規模別に5カテゴリー

に分けてデータの整理を行う。ただし、業種別で

はないため、中小企業関連法による分類（製造業

は30◎人以下、卸業・サービス業は1◎◎人以下な

ど）は行わず、便宜的に、従業員数300人以下を

中小企業、1000人超を大企業とし、その間を中

堅企業と分類した上で、さらに、中小企業のうち

従業員数IOO人以下を小企業、大企業のうち従業

員数：3000人超を巨大企業と定義して5つのカテゴ

リーに分類した（表2）。

3．企業規模別多重比較分析

　情報化スコア、組織スコア、人的ス灘ア、効果

スコアの各項目について、企業規模別に多重比較

．した結果は、次のとおりである（表4）。

　まず、経営資源をどの程度蓋Tに振り向けている

か（IT投資の程度）を示す情報化スコアをみると、

企業i規模が大きくなるにつれて高くなっているが、

小企業と申小企業との問に有意な差はみられず、

また、大企業と巨大企業の間にも有意な差がみら

れない。つまり、大企業になるほど情報化への取

組み度が高く、中小企業や中堅企業との問に格差

がみられるものの、従業員数300人以下の規模の

小さな企業間、あるいは、1000人超の規模の大

きな企業間では、情報化への取組み度に有意な差

が観察されない。

　次に、組織改革への取り組み（組織スコア）を

みると、ここでも、企業規模が大きくなるにつれ

て高くなっており、情報化スコアで有意差がなか

った大企業と巨大企業との間、小企業と中小企業

の間にも有意な差が観察される。ただし、小企業

と中小企業の問の有意水準はそれほど高くなく、

はっきりとした格差とはいえない面がある（この

点を、別途社内の見直しと社外の見直しに掘り下

げてみると、社：内の見直しについては、どの企業

規模問でも有意差が観察されるが、社外の見直し
　　　　　　　　　　　　　　　　　が
については、小企業と中小企業間で有意な差がみ

られない）。

表2企業規模別のカテゴリー

カテゴリー カテゴリー定義 社数

小企業 総従業員数璽◎◎人以下 768

中小企業 総従業員数：豆00人超300人以下 1031

中堅企業 総従業員数：300人超1000人以下 799

大企業 総従業員数憩◎◎人超3◎◎◎人以下 366

巨大企業 総従業員数3000人超 177

合　計 3141

Vol．16　No．3，　Dec．　2007
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「経営改革」と「情報化の効果」に関する企業規模別実証分析

表4企業規模下多重比較

（1＞情報化ス灘ア

平均スコア 平，屋の 耀、 の

精聖駕ス簿ア 社数 （τ鱗keゾs　8S◎ 有意確率＊＊＊く㈱巽，＊＊〈瓢＊〈5甥

標準誤差 小企業 申小企業 中堅企業 大企業 巨大企業

峨794 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

小企業 768 一α292 一α77◎ 一t548 一t941
0，086

5三）86 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

中小企業 燈3壌 ◎，292 一（瓦47ア 一遷。25a ～肇，649

α071
5。§s3 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

中竪企業 799 0，770 α477 一α7フ8 一t171

0，078

6，342 ＊率＊ ＊＊＊ ＊＊＊

大企業 366 t548 董。256 ◎．η8 一（L393

加12
6，735 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊寧

巨大企業 177 t941 t649 1，1フ1 0，393

0，184

（2＞組織スxxア

平均スコア 平．漫の 憩 の

組織ス期ア 社数 （Tukey’s　HSD 有意確率＊＊＊〈0．5％，榊く1％，＊〈5％）

標準誤差 小企業 中小企業 中堅企業 大企薬 巨大企業
◎β24 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

小企業 768 一α凄75 一◎．542 一箸．◎17 一1．779

α◎42

α999 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

中小企業 1031 0，175 一〇．36フ 一α841 一1．603

0，041

壌．366 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

中竪企業 799 0，542 ◎，367 一〇。474 一八36
α◎57

1，840 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

大企業 366 1，017 O，841 α474 一〇．762

α939
2，6◎3 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

巨大企業 177 1，779 1，603 t236 ◎，フ62

α壌47

　また、人材面への対応（人的スuaア）をみると、

企業規模が大きくなるほど高くなるという傾向は、

情報化スコアや組織スコアと同様であるが、有意

性の検定において情報化スコアや組織スコアとは

異なる結果がみられる。情報化では小企業と中小

企業の問に有意な格差は観察されず、また、組織

改革でも格差は鮮明ではなかったが、人的スXXア

に関しては、はっきりとした差が観察される。一一

方、組織改革の面で鮮明な格差が観察された大企

業と巨大企業の問では、人的スXXアに関しては有

意水準がそれほど高くはない。

つまり、より規模の小さな企業間では組織面よ

りも人的な面での格差が鮮明であり、より規模の

大きな企業間では人的な面よりも組織面の格差が

鮮明になっている。

　：最後に、企業規模別に情報化スrmアを多重比較

すると、企業規模が大きくなるほどスコアが高く

なり、かっ、すべての企業規模問で有意な差が確

認できる。すなわち、情報化への取り組みで有意

差がなかった小企業と中小企業との問に、効果の

面では明らかな差が存在しており、これを、組織

スコアと人的スCUアの多重比較結果とあわせて解

釈すると、組織改革や人的資源への対応に対する

取り組みの遅れが、情報化の効果を削ぐものにな

経営情報学会誌
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篠崎　彰彦

（3）人的スコア

平均スコア 差と有意差の検皐
人的スコア 回数 、確率＊＊＊く0．5％，＊＊〈1％，＊く5％）

標準誤差 小企業 中小企業 中堅企業 大企業 巨大企業
1，909 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

小企業 768 一〇．586 一1．170 一2．108 一2．973

0，078

2，495 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

中小企業 1031 0，586 一〇．584 一1．522 一2．387

0，072

3，079 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

中堅企業 799 1コ70 0，584 一〇．938 一t803
0，086

4，016 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

大企業 366 2，108 1：522 0，938 一〇．865

0，147

4，881 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

巨大企業 177 2，973 2，387 t803 0，865

0，221

（4）効果スコア

平均スコア 平，1見の 忌 の

効果スコア 回数 （Tukey’s　HSD 有意確率＊＊＊〈α5％，＊＊〈1％，＊〈5％）

標準誤差 小企業 中小企業 中堅企業 大企業 巨大企業
2，083 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

小企業 768 一〇．316 一〇．786 一1．300 一2．250

0，059

2，398 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

中小企業 1031 0，316 一〇．470 一〇．985 一t934
0，053

2，868 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

中堅企業 799 0，786 0，470 一〇．515 一t464
0，067

3，383 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

大企業 366 1，300 0，985 0，515 一〇．950

0，109

4，333 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

巨大企業 177 2，250 1，934 1，464 0，950

0，156

っている様子が窺える。

　以上、企業規模別の多重比較分析を総括すると、

情報化の効果は、企業規模別にすべてのカテゴリ

ー問で有意な格差が観察され、大企業ほど効果が

高く、中小企業ほど低いという結果になっている。

要因別にみると、情報化スコアに有意差がなかっ

た大企業と巨大企業の間には、組織スコアと人的

スコアに有意な差（特に組織スコアで）が観察さ

れ、より規模の大きな企業のほうが、組織改革に

も人的資源への対応にもしっかりと取り組んでい

る様子が読み取れ、それらが効果スコアの差に影

響していることを示唆している。また、小企業と

中小企業との問では、情報化への取り組みで有意

差がなく、組織改革の面でもはっきりとした格差

は観察されなかったのに対して、人的対応につい

ては、有意な差（より規模の小さな企業が低い）

が観察され、規模の小さな企業の人的対応の困難

さが情報化の効果に影響していることを示唆して

いる。

4．組織改革・人的対応と情報化の効果

4．1．二元配置（情報化と組織、情報化と人的）によ

る多重比較

以下では、情報化スコア、組織スコア、人的ス

Vol．16　No．3，　Dec．　2007
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「経営改革」と「情報化の効果」に関する企業規模別実証分析

コアについて平均よりも高いグループと低いグル

ープに分類した上で、情報化と組織の組み合わせ、

および、情報化と人的の組み合わせごとにマトリ

クスをつくり、各カテゴリーで情報化の効果にど

のような有意差があるかの検証を行う。具体的に

は、情報化と組織の組み合わせについて、第1カ

テゴリー（情報化スコア：低、組織スコア：低）、

第Hカテゴリー（低、高）、第mカテゴリー（高、

低）、第IVカテゴリー（高、高）とし、情報化と

人的の組み合わせについては、組織と人的を読み

替えた同様のカテゴリーとする。

4つのカテゴリーについて多重比較を行った結

果は表7のとおりである。まず、情報化と組織の

マトリクスについてみると、効果スコアの平均値

は、第1カテゴリーが最も低く、次いで第皿、第

皿、第IVの順に高くなっている。また、どのカテ

ゴリー間でも有意に差があると確認できるが、第

mと第llの問ではスコア差が小さく、第1と第III、

第且と第IVの間のスコア差は大きい。すなわち、

情報化への取り組みと組織改革の程度がともに高

い企業は、ともに低い企業に比べて効果が大きく、

また、どちらか一方の取り組みが低い企業は、と

もに低い企業に比べると効果があるものの、とも

に高い企業と比べると効果が小さくスコアの差も

大きい。そして、どちらか一方の取り組みが低い

企業の場合は、情報化よりも組織改革への取り組

みが高い効果を生みやすい傾向にあるといえる。

続いて、情報化と人的のマトリクスについてみ

ると（表8）、スコアの平均値は、第1カテゴリ

ーが最も低く、次いで第皿、第II、第IVの順に高

くなっている。ただし、第mカテゴリーと第llカ

テゴリーの差は有意なものではなく、同程度と判

断される。それ以外のカテゴリー間では有意な差

があると確認できるため、情報化への取り組みと

表7情報化と組織改革のマトリクスでみた効果スコア

組織改革
高 低

高 3，564 2，605
情報化

低 2，981 1，974

効果スコア

平均スコア 平均値の差と有意差の検定
情・組 社数 （Tukeゾs　HSD有意確率＊＊＊く0．5％，＊＊く1％，零く5％）

標準誤差 低低（0） 低高（1） 高低（2） 高高（3）

1，974 ■零● 寧串8 寧8参

低回（1） 1084 一1．006 一〇．631 一1，590

0，048

2，981 ●8■ ●●ゆ 参8傘

低高（∬） 394 1，006 0，376 一〇，584

0，093

2，605 零ゆ8 零■事 8■零

高低（皿） 910 0，631 一〇．376 一〇．959

0，060

3，564 8■8 零8参 8事ゆ

高高（w） 753 L590 0，584 0，959

0，074
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表8情報化と人的対応のマトリクスでみた効果スコア

人的対応
高 低

高 3，405 2，604
情報化

低 2，852 1，981

効果ス1ア
平均スコア 平均値の差と有意差の検定

情・人 門下 （Tukeゾs　HSD有意確率＊＊＊＜05％，＊＊＜1％，＊＜5％）

標準誤差 鼠戸（0） 低高（1） 高低（2） 高高（3）

1，981 療＊率 ＊＊＊ ホ＊＊

低低（1） 1034 一〇．871 一〇．624 一1．425

0，050

2，852 ＊牢零 ＊＊＊

低高（∬） 444 0，871 0，248 一〇．553

0，085

2，604 ＊＊＊ 零＊ホ

高低（皿） 760 0，624 一〇．248 一〇．801

0，065

3，405 ホ＊串 ＊零ネ ＊＊＊

高高（w） 903 1，425 0，553 0，801

0，068

人的資源への対応がともに高い企業は、ともに低

い企業よりも高く、どちらか一方の取り組みが低

い企業は、情報化と人的の重要度に差なく、その

中間に位置することが明らかとなった。

4．2．三元配置（情報化と組織と人的）による多重

比較

　上記分析を踏まえて、次に情報化と組織と人的

の3項目をすべて織り込んだカテゴリーに分類し、

それぞれのカテゴリー問で情報化の効果スコアに

有意差がみられるかを多重比較する。具体的には、

第1カテゴリー（情報化：低、組織：低、人的：

低）、第Hカテゴリー（低、低、高）、第皿カテ

ゴリー（低、高、低）、第IVカテゴリー（低、高、

高）、第Vカテゴリー（高、低、低）、第VIカテ

ゴリー（高、低、高）、第皿カテゴリー（高、高、

低）、第皿カテゴリー（高、高、高）の8カテゴ

リーとする。

　8つのカテゴリーついて多重比較した結果は表9

のとおりである。一瞥して明らかなのは、第1カ

テゴリーの企業群は、他のどのカテゴリーの企業

群と比較しても有意に情報化の効果スコアが低く、

逆に、第皿カテゴリーの企業群は、他のどのカテ

ゴリーの企業群と比較しても有意に情報化の効果

スコアが高いということである。また、いずれか

2項目が低い第皿、第皿：、第Vカテゴリーをみる

と、効果の平均スコアは、それぞれ2．5、2．7、2．4

となっており、情報化よりも組織改革や人的対応

の取組み度が高い方が効果は高まる傾向にあるこ

とを示唆している（ただし、これらの間には有意

差が認められない）。また、いずれか1項目が低

い第IV、第VI、第Wカテゴリーについてみると、

効果の平均スコアは、それぞれ3．2、2．9、3．1とな

っており、情報化が低い第IVカテゴリーのスコア

が最も高い点が興味を引くが、相互の間には有意

差が観察されないため同程度と判断される。
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表9情報化と組織改革と人的対応の8カテゴリーでみた効果スコア（3141社）

組織改革
高 低

人的対応 人的対応
高 低 高 低

高 3，755 3，084 2，888 2，416
情報化

低 32◎8 2．7董6 2，527 L824

効果ス：隠 （　化x ’x人的〉

平均スコア 平均値の と有意　の

情報化 情・組・人 度数 （Tuke’s　HSD 荷意確率 ＊＊＊く0．5％，＊＊〈1％，＊く5％）

標準誤差 低低低Σ 抵抵高豆 低高低鐵 低高高欝 高低低V 蕩低高級 高高低題 高高葛羅
1，824 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

低低低1 852 一α703 一α893 一L384 一〇593 4，064 一L260 一1931

◎．052

2527 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊ ＊＊＊

情報化 低抵高豆 232 α7◎3 一◎．至89 一α681 ◎，11玉 一◎．36玉 ．◎557 一1228
◎．l14

が低い 2，716 ＊＊＊ ＊＊＊

低蕩豊麗 董82 α893 ◎，韮89 一α49圭 ◎，3◎0 一〇。172 一G368 一1。◎38

OB8
3，208 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

低高高1v 2至2 B84 ◎，68董 α49童 α79玉 032◎ 0．！23 一〇547

◎蒙23

2，416 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

高低低V 546 ◎593 一く）．H玉 一α3◎◎ 一α79韮 一α4，72 一α668 一B38
◎，◎74

2，888 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

情報化 高低高聡 3も4 蓋．◎6嬉 ◎36茎 ◎。至72 ・◎32G ◎．472 一◎．重96 一α867

0，ioO

が高い 3，◎84 ＊＊＊ ＊ ＊＊＊ ＊＊＊

高高低綴 2茎4 t26（） 0557 α368 一〇．董23 0，668 ◎，196 一α67至

0，126

3，755 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

高高高懸 539 茎93叢 L228 1，◎38 0547 B38 ◎，867 α67璽

0つ90

　注目されるのは次の三点である。第一一に、情報

化が低い第Hカテゴジーの効果が、情報化が高い

第V、第Wカテゴリーの効果と有意差がないこと、

第二に、情報化が低い第皿カテゴリーの効果が、

情報化が高い第V、第VI、第Wカテゴリーの効果

と有意差がないこと、第三に、情報化が低い第IV

カテゴリーの効果が、情報化の高い第W、第Wの

効果と有意差がなく、むしろ、第Vカテゴリーよ

りも有意に効果が高いという結果が出ていること

である。第一点目と第二点目は、情報化の程度が

低くても組織改革か人的対応の程度が高ければ、

情報化はしても組織改革や人的対応が遅れた企業

とは差がないことを示し、第三点目は、情報化の

程度が低くても組織改革と三三対応の両方にしっ

かり取り組んでいれば、情報化はしても組織改革

か人的対応のいずれかをおろそかにした企業と差

がなく、さらには、情報化しても組織改革と人的

対応をともにおろそかにした企業より有意に高い

効果を生むことを示している。

　この結果をまとめると、すべてに積極的な取り

組みのある企業は高い効果を生んでいるが、いず

れかの取り組みが劣る企業は（スコアがかなり低

下することから読み取れるように）、充分な効果

を挙げることができないという結論が導かれる。

情報化への取り組みが進んでいても組織改革や人

的資源への対応が不十分な企業では、情報化への

経営情報学会誌
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取り組みが遅れている企業と効果の面で大差がな

く、場合によっては、有意に低い効果しか得られ

ないのである。したがって、情報化の効果を生み

出すためには、組織改革と人的資源への対応が必

要不可欠であると考えられる。

4．3．三元配置による企業規模別分布

　企業規模別多重比較分析および三元配置分析の

結果を受けて、1～三三テゴソーごとに規模別の

企業分布を重ねて示したのが図3である。この図

からは、次のような企業規模別の特徴が明らかと

なる。すなわち、規模の大きな企業ほど、効果の

スコアが高いカテゴリーにより多く分布し、逆に

規模の小さな企業ほど、効果のスコアが低いカテ

ゴリーにより多く分布していることである。

例えば、全体では17％を占めるに過ぎない大企

業と巨大企業を合計した企業群は、情報化の効果

が高い第Wカテゴリー（低、高、高：効果ス＝ア

3。2）、第礪カテゴリ　一一く高、高、低：同3．1）、

agVIIIカテゴリー（高、高、高：同3．8）ではそれぞ

れ24％、26％、38％も分布しているのに対して、

全体では25％を占める小企業は、これらのカテ

ゴリーにそれぞれ、M％（第IVカテゴリー）、21％

　（ighVIIカテ：ゴリー）、13％（第V獲カテゴリー）し

「か分布していない。その一方で、組織面、人材面

のスXアが低い第1カテゴリー（低、低、低：効

果ス識ア18）、第Vカテゴリー（高、低、低：同

2．4）には、大企業と巨大企業の合計は6％、1◎％

しか分布していないのに対して、小企業は36％、

29％も分布している。

　この分析結果からは、前節でみた企業規模別に

観察される情報化f効果！のス＝ア差の背景に、

　二二化への取り組み度」ばかりでなく、組織面

における業務見直しや人材面における対応の不充

図3情報化の効果スcaアと規模溺企業分布

効果スコア
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分さが存在していることが明らかとなる。したが

って、規模の小さな企業が情報化の効果を享受す

るためには、ヒト、モノ、カネの経営資源を表面

的にITに振り向けるだけではなく、IT導入以前

に形成され慣れ親しんできた業務の見直し、およ

び、従業員の講練や外部の専門人材の関与など、

組織面、人材面を含めた経営全般に関する改革を

支援する取り組みが欠かせないと考えられる。

5．おわりに：まとめと課題

　以上、本稿では、情報処理実態調査の71調査

項旨について、3141社からの有効回答をもとに、

韓本企業の情報化への取組み度、それに伴う組織

改革および人的資源への対応状況を多面的にス：コ

ア化し、　「情報化の効果」との関連性を企業規模

別に多重比較分析した。本稿の分析により、組織

改革や人的対応の取組みが高い企業ほど大きな効

果を得られること、情報化への取組みや効果の面

で企業規模別に格差があり、規模の小さな企業で

は、業務の見直しや人材面の対応など、経営全般

に関する改革支援が重要であること、などが明ら

かとなった。

　ただし、本稿の分析には残された課題もある。

第一一に、本稿では、情報化、組織、入的ス＝アを

もとにカテゴリー別に効果スコアの違いを多重比

較しているが、分類されたカテゴリー（情報化と

組織、あるいは情報化と人的の1～Wカテゴリー一、

情報化と組織と人的の1～璽カテゴリー）につい

ては、それぞれを並列に一一元化して多重比較分析

しており、主効果と交互作用の分析が行われてい

ない。したがって、それぞれの主効果だけで説明

できない組み合わせ固有の交互作用があるのか否

かの検証が残されている。第二に、情報化や情報

化の効果について、本稿では回答者の主観に左右

されるアンケー一　5調査結果にのみ依存して分析が

なされており、企業の財務データや株価情報など

客観的な企業評価指標に基づく分析ではない。こ

れらの点は、今後取り組むべき課題として残され

ていることを記し、本稿の結びとする。

注

i先駆的なミクロ分析として、経済企画庁（2000）、

　内閣府（2004）、小谷・飯島（2005）、妹尾・鈴木

　　く2◎05）、平野く2◎◎5）、震松他（2◎◎5）などの

　研究があるが、いずれもサンプル数は数十から

　三百程度であり、詳細な分類による多重比較は

　なされていない。

li調査の概要、質問項目等については、経済産業

省・情報政策・IT関連統計のウェブサイト（幽

www。驚e重i◎．t／olic／i重　olic／statistics／i《）iits蘇．ht

璽）を参照のこと。

iii情報化の経済効果に関する経済学的な研究の

　変遷については、篠崎（2003）第3章に詳しく整

　理されている。
iv
痰ｦば、　Brynj◎lfsson＝＝Hltt（1996），

　OlineFSichel（2eee），　JergeRsoR（2eOl），　Baily（2eC2），

　S癒oh（20◎2）など。

vstir6h（2002），　pp．1559－1560参照。

Vi例えば、注1で参照した経済企画庁（2000）、内

　閣府（2◎04）、小谷・飯島（2005）、妹尾・鈴木（2005）、

　平野（2005）、廣松他（2◎◎5）など。

癒この点の詳細については、永田・吉田（2◎Ol）、

　小塩（2◎04）参照。

Viil

ｽだし、本稿では、多元配置で分類されたカテ

　ゴリー（二元配置の1～IVカテゴリ　一一、三元配

　置の1～懸カテゴリー）をそれぞれ並列に一元

　化して多重比較分析しており、主効果と交互作

　用の分析を行う厳密な意味での多元配置分析

　とはなっていない。

iX具体的な質問項目の対応については注iiのと

　おり。
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〔付録〕スコア化の手順について

（1）情報化スコア

　企業が情報化にどの程度取り組んでいるかを測

る指標として情報化スコアを求めた。情報処理実

態調査の質問項目から「情報処理関連諸経費」「コ

ンピュータを利用する社員数」「パソコン数」「IT

機器のネットワーク利用程度」の4項目を選んだ。

具体的には表補一1に示したとおりで、最初の6項

目については総従業員数で除して一人当たりの数

値とし、各項目の値を6分位して上位の分位から

順に点を割り振った（5点～0点）。情報化スコア

①から④までの合計値（20点満点）を10点満点

に換算し、最終的な情報化スコアとした。情報処

理関連経費を全体経費で除した値が1を上回るな

どの明らかな異常値が観察されたため、上位1％

を除いた。
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「経営改革」と「情報化の効果」に関する企業規模別実証分析

付表1情報化のスコアリング方法

項蟹 該当アンケート項欝 ス灘アリング方法

情報化ス謙ア① ・情報処理関連諸経費合計：「2－1情報処理関係諸経

ﾌ状混（P2）護における回報処理関連諸経費合計ま

E総従業員数：「1企業又は事業団体の概要（P1）」に

fける平成エ4年度の聡従業員数」

情報処理関連諸経費合

vを総従業員数で除し

ｽ値に応じて5点から0

_を割り振る

情報化ス灘ア② ・コンピュータ利用券員数：「3コンピュータ利用者と

﨣�?摎v員等の状況（P5）」における社員の雇用者

狽ﾌ合計値、すなわち一般社員と情報処理要員（男

浴jの合計値を採用。

E総従業員数：情報化スコア①に同じ

コンピュータ利用社員

狽�刻]業員数で除し

ｽ値に応じて5点から0

_を割り振る

情報化ス灘ア③ ・パソコン数：「4コンピュータの導入形態別保有台

@（P6）」における「パソコン合計」×0．4十「LANに

ｱしている（できる）台数」×0．3幸「インターネ

bトに接続している（できる）台数」×0．3とした加

ｽ均の値を採用

E総従業員数：情報化スコア①に同じ

パソコン数を総従業員

狽ﾅ除した値に応じて

T点から0点を割り振る

情報化スコア④ ・ネットワーク利用：「5－1ネットワークの利用状況」

ﾉおける保有ネットワークの形態について「部門

kAN」、「基幹LAN」、「WAN」、「企業間ネットワーク」、

aインターネット」

該当する各項目に対し

ﾄ、実施している場合1

_の合計5点をつけた

（2）組織スコア

　情報に伴う企業の組織改革にどの程度取り組ん

でいるかを示す指標として組織スコアを求めた。

情報処理実態調査の「12．組織と権限」から「貴

杜では情報化投資の実施に伴って、過去3年の問

に次のような組織・業務体制の見直しを行いまし

たか。」という質問項目を採用し、　「社内の見直

し」と「社外と関連した見直し」に分けて点数化

した。具体的には表町一2および表補一3に示した

とおりで、　ヂ抜本的に進めた」＝・2点、　fマイナ

ーな見直しを進めた」＝1点、　「特に見直さなか

った」＝◎点とした（社内見直しは、①から社内

見通し⑤までの各2点満点の計10点満点を最終的

には5点満点に換算し、社外見直しは、①から社

内見通し⑤までの各2点満点の計10点満点を最終

的にはδ点満点に換算した）。

（3）人的資本スコア

　情報化に伴う人的資源への対応をどの程度行っ

ているかと示す指標として人的スコアを求めた。

情報処理実態調査の「12．組織と権限」からヂ貴

社では情報化投資の実施に伴って、過去3年の間

に次のような組織・業務体制の見直しを行いまし

たか。」という質問項目を採用し、　「情報化投資

の実施に伴う人的対応についてjに対して点数化

を行った。具体的には表郷一4に示したとおりで、

各質問項員に対して、fl。はい」と答えたものに

対して1点とし、以下5項目に分けて点数化（5

点満点）し、10点満点に換算して最終的な人的ス

CUアとした。
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付表2組織スコアのスコアリング方法①（社内見直し）

項欝 該当アンケート項翼 スコアリング

@　方法

社内見直し① 亀．意思決定権限の集中化」「b．意思決定権限の分散化」 2項目の最高点

社内見直し② 「c．経営陣と中間管理職の権限の見直し」「d．中間管理職と

ﾊ職の職務の見直し」「e。総合職と一般職の職務の見直し」

3項目の平均点

社内見直：し③ 「f，部署等の組織の統廃合」 1項目の点数

社内見直し④ fg．組織のフラット化」 同上

社：内見直し⑤ 「h．社内業務のペーパレス化」「i．部署聞の重複業務の見直し」 2項目の平均点

付表3組織スコアのスコアリング方法②（社外見直し）

項目 該当アンケート項団 ス謙アリング

@　方法

社外見直し① 「j．事業部門の分割・分社化」 1項目の得点

社外見直し② 「k業務のアウトソーシング化ま 同上

社外見直し③ 「1，取引先のシェアの変更」 同上

社外見直し④ 癒．既存取引先打ち切り（販売面）3　嬉、既存取引先打ち切り

i仕入れ面）」　「o．既存取引先打ち切り（企画・研究開発）」

up．新規の取引開始く販売面）」　積．薪規の取引開始（仕入

ﾊ）」　「r．新規の取引開始（企画・研究開発）」

6項目の平均点

社外見直し⑤ fs．社外取引のペーパレス化」 1項蟹の得点

付表4人的ス⊇アのスコアリング方法

項目名 該当アンケート項目 スコアリング方法

人的資源① 「a．社内研修をした」 実施：した諜1点

ｵてない＝0点

人的資源② 「b．社外における自己啓発を補助、支援した」 同上

人的資源③ 「c．新卒採用において専門人材を雇用した」「d．中途採用に

ｨいて専門人材を一般社：員として雇用した」「e．中途採用に

ｨいて専門人材を管理職として雇用した」「£中途採用にお

｢て専門人材を役員・経営陣の一員として雇用した」

4項目のうちいずれか

�sっている場合に1

人的資源④ 「g．人材派遣会社：から専門人材を派遣してもらった」 実施した＝1点

ｵてない＝0点

人的資源⑤ ヂh、情報関連企業への業務をアウトソーシングで対応した3 同上
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（4）効果スコア

企業が情報化によって得られた効果を測る指標

として効果スuaアを求めた。情報処理実態調査の

「7－3．情報システム導入による効果」をもとに、

f基幹系システムj　f基幹系以外のシステム」の

いずれかに効果ありと回答があった場合1点とし

た（特になかったと回答した場合に0点）。具体

的には表補一5に示したとおりで、合計点（16点満

点）を10点満点に換算して効果スコアとした。

付表5効果ス篇アのスコアリング方法

項目 アンケート該当二二 ス灘アリング方法

A業績：売上または収益改善につながった（合計4点〉

IT効果スコアA1 「A1既存の売上が改善した」 「基幹系システム」、

u基幹系以外のシス

eムまのいずれかに効

ﾊあった場合に1点

IT効果スコアA2 「A2薪市場の売上シェア拡大につながった」 同上

IT効果スコアA3 「A3投資収益率が向上した」 同上

Στ効果スニア《4 「A4その他収益改善につながった凄 岡上

B顧客：顧客満足度の向上（合計4点）

IT効果スコアB1 「B1薪規顧客の開拓に成功した」 同上

IT効果スコアB2 ヂB2既存の顧客に対し満足度向上が図れた3 同上

買効果ス3アB3 「B3顧客からの提案が薪たなビジネスにつながった」 岡上

IT効果スコアB4 「B4その他新たな市場の開拓につながった」 同上

C業務：業務革新、業務効率化につながった（合計4点）

王τ効果ス識アC1 ギC1在庫の圧縮につながった」 岡上

IT効果スコアC2 「C2担当部門の人員削減につながった」 岡上

IT効果スコアC3 「C3作業効率が改善した」 同上

王τ効果ス灘アC荏 『縫その他業務革薪・業務効率化につながった」 岡上

倉学習：従業員の満足度向上や職場の活性化につながった（合計4点）

IT効果スコアD1 「D1一人当たりの作業効率の向上につながった」 同上

1T効果スほアD2 「D2職場の活性化につながった」 同上

王τ効果ス諏ア倉3 二二内の情報活用効率が改善した」 岡上

1τ効果スコアD4 「D4その他従業員満足度、職場活性化につながった」 岡上

経営情報学会誌
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